
○菰野町教育委員会教育行事の後援に関する規程 

平成22年７月16日教育委員会告示第１号 

菰野町教育委員会教育行事の後援に関する規程 

（趣旨） 

第１条 菰野町教育委員会（以下「委員会」という。）以外の団体又は個人が主催する事

業に対する委員会の後援については、この告示の定めるところによる。 

（事業主催者の範囲） 

第２条 委員会が後援をする事業の主催者は、次の各号の一に該当するものでなければな

らない。 

(１) 国又は地方公共団体の機関又はそれらの連合体 

(２) 学校教育団体 

(３) その他委員会が適当と認める個人又は団体 

（事業の内容） 

第３条 委員会が後援する事業は、次の各号の一に該当する内容を有するものでなければ

ならない。 

(１) 児童及び生徒の教育又は福祉に関すること。 

(２) 児童及び生徒の保健衛生に関すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、後援するにふさわしい事業 

２ 委員会は、前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当すると認められる事業につ

いては後援しない。 

(１) 営利を目的とするもの 

(２) 特定の政党又は特定の宗教若しくは宗派を支持、支援等するもの 

(３) 特定の主義主張の浸透を図ろうとするもの 

(４) 事業の規模が単一の小学校区の町民を対象としたもの 

(５) 町内又は近隣市町以外で開催されるもの 

(６) その他教育行政の運営に支障をきたすおそれのあるもの 

（申請手続及び許可） 

第４条 後援を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の各号に掲げる事項

を記載した菰野町教育委員会後援名義使用申請書（様式第１号。以下「申請書」とい

う。）をその事業を開催する30日前までに委員会に提出しなければならない。 



(１) 申請者の住所及び氏名（団体にあっては、事務所の所在地、名称及び代表者の氏

名） 

(２) 開催団体等の概要 

(３) 事業の名称、目的及び内容 

(４) 対象及び参加予定人員 

(５) 開催日時又は期間 

(６) 開催場所 

(７) 料金徴収の有無（徴収する場合は、収支予算書を添付） 

(８) その他必要な事項 

２ 委員会は、申請書が提出されたときは、その内容を審査し、許可の可否を決定し、次

の各号に掲げる決定の区分に応じ当該各号に定める様式により申請者に交付するものと

する。この場合において、委員会は許可について必要な条件を付すことができる。 

(１) 委員会は事業が適当と認めるときは菰野町教育委員会後援名義使用許可書（様式

第２号）を交付するものとする。 

(２) 委員会は事業が不適当と認めるときは菰野町教育委員会後援名義不許可通知書

（様式第３号）を交付するものとする。 

３ 第１項の規定により提出した申請書の記載事項に変更が生じた場合は、速やかに申請

を取り下げ、再申請の手続をしなければならない。 

（免責事項） 

第５条 委員会は、申請者に対して申請事業に係る物的又は人的な支援は行わないものと

する。 

２ 委員会は申請者及び第三者に対して、申請事業に係る損害賠償その他のいかなる責も

負わない。 

（後援の取消し） 

第６条 第４条の規定により後援を許可した事業について、次の各号のいずれかに該当す

るときは、その許可を取り消すことができる。 

(１) 申請書の記載事項に虚偽が判明したとき。 

(２) 第２条又は第３条に違反する事実が判明したとき。 

(３) 許可の際に付した条件に違反したとき。 

(４) 前各号に類する後援をするにふさわしくない事由が判明したとき。 



２ 事業主催者は、委員会が後援を取り消した場合、速やかに事業の参加者にその旨を明

らかにする適宜の措置をとらなければならない。 

（事業終了後の報告） 

第７条 後援を受けた事業を実施した者は、事業の終了後30日以内に菰野町教育委員会後

援名義使用事業報告書（様式第４号）を委員会に提出しなければならない。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、委員会の後援について必要な事項は、教育長が別

に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 
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